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１ 平成２７年地価調査のあらまし  

 

（１）地価調査制度の概要 

   地価調査制度は、国土利用計画法に基づく土地取引に関する価格審査を実施するにあたっ

て、国土利用計画法施行令第９条により、あらかじめ県内全域の標準となる地点（基準点）

の標準価格を調査把握するため、昭和５０年から実施しています。 

土地価格に関する調査制度としては、地価公示法（昭和４４年施行）に基づく標準地の地

価公示制度が実施されています。しかし、地価公示のみでは県内全域における土地取引の価

格調査には十分とはいえず、このため地価調査制度が設けられました。地価調査における基

準地の標準価格の制度は、地価公示における標準地の公示価格制度を補完することによって、

国土利用計画法の円滑な施行を図るとともに、公共用地の適正な取得価格の算定等広く行政

上の資料とし、地価形成の合理化を図っています。 

   第１表では、地価調査制度と密接な関係を有する地価公示制度を対比しています。 

 

 第１表 地価調査と地価公示比較表 

区   分 地 価 調 査 制 度 地 価 公 示 制 度 

目   的 地価公示制度の拡充整備と国土利用計

画法の円滑なる施行を図る。 

選定された標準地の正常価格を公示す

ることにより、一般の土地取引価格に

対し指標を与え、また、公共の利益と

なる事業用地に対する適正な補償金の

額の算定等に資し、もって適正な地価

の形成に寄与することを目的とする。 

根 拠 法 令  国土利用計画法施行令第９条 地価公示法 

評 価 時 点  毎年７月１日 毎年１月１日 

公 示 日 ９月１７日（平成２７年） ３月１９日（平成２７年） 

対 象 区 域  県内全域 
都市計画区域その他の土地取引が相当

程度見込まれる区域 

実 施 主 体  都道府県知事 国土交通省土地鑑定委員会 

地点の名称 基準地 標準地 

  

（２）基準地の地点数 

本年の基準地の地点数は、３９５地点（前年３９５地点）です。 

内訳は、宅地３９０地点、林地５地点で、用途別の内訳は、第２表のとおりです。 

また、市町別の内訳は、第３表のとおりです。 
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第２表 基準地用途別内訳表                ２７年（ ）は継続地点数 

区分 住宅地 宅地見込地 商業地 工業地 林地 合計 

２６年 ２６８ ４ １０１ １７ ５ ３９５ 

２７年 
２６８ 

(２６４) 

４ 

(４) 

１０１ 

( ９９) 

１７ 

(１７) 

５

（５） 

３９５ 

(３８９) 

増減数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

 

 第３表 市町別地点数 

市  名 地点数 町  名 地点数 

津市 ５６  木曽岬町 ２  

四日市市 ４９  東員町 ４  

伊勢市 ２６  菰野町 ６  

松阪市 ３４  朝日町 ３  

桑名市 ２５  川越町 ４  

鈴鹿市 ３２  多気町 ６  

名張市 １５  明和町 ３  

尾鷲市 ５  大台町 ６  

亀山市 １３  玉城町 ４  

鳥羽市 ６  度会町 ４  

熊野市 ６  大紀町 ５  

いなべ市 １３  南伊勢町 ５  

志摩市 １５  紀北町 ６  

伊賀市 ２８  御浜町 ４  

  紀宝町 ５  

市 計    ３２３ 町 計     ６７ 

小 計   ３９０ 

林 地     ５ 

合 計   ３９５ 
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（３）基準地の設定方法 

① 宅地の基準地は、おおむね次により設定しました。 

   ア １市町当たり２地点以上。 

イ 市街化区域面積、市街化調整区域面積等を総合的に勘案。 

② 林地については、県内全域にわたり、５地点を設定しました。 

③ 本年は、選定替を６地点について行いました。 

これは、既存の基準地が、代表性、中庸性、安定性又は確定性の原則に照らして適格性

に欠けるため、選定替を行ったものです。 

 

（４）価格の判定 

   ４０名の不動産鑑定士により評価時点における基準地の鑑定評価を求め、その結果を審査

し標準価格の判定を行いました。 

 

  平成２７年三重県地価調査分科会 

  代表幹事 駒田真人 

（㈱マット鑑定コンサルタント）〒515-0011 松阪市高町 198-7  0598(52)5090 

   

第１分科会幹事 九鬼精一郎 

（㈱九鬼不動産鑑定事務所）〒510-0074 四日市市鵜の森 1-1-17  059(354)4193 

   （担当地域：四日市市、桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町、菰野町、朝日町、川越町） 

   

第２分科会幹事 布生太造 

（布生鑑定事務所）〒518-0773 名張市希央台３番町８  0595(62)1205 

   （担当地域：津市、鈴鹿市、名張市、亀山市、伊賀市） 

   

第３分科会幹事 代表幹事と同じ 

   （担当地域：伊勢市、松阪市、尾鷲市、鳥羽市、熊野市、志摩市、多気町、明和町、大台

町、玉城町、度会町、大紀町、南伊勢町、紀北町、御浜町、紀宝町） 
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２ 三重県の地価動向 

 

（１）概況 

      用途別の対前年平均変動率は、前年に引き続き全て下落傾向を示した。下落率については、

宅地見込地で前年と同率となり、住宅地と商業地で前年より大きくなり、工業地と林地で前

年より小さくなった。（９頁の表） 

   住宅地は▲２．３％（前年▲２．２％）、商業地は▲２．１％（前年▲２．０％）となり、

住宅地は平成５年から２３年連続、商業地は平成４年から２４年連続の下落となった。 

     継続地点３８９地点のうち、３５５地点で下落し、上昇地点は２１地点（住宅地１１地点、

商業地１０地点）、横ばい（変動率ゼロ）地点は１３地点（住宅地４地点、商業地９地点）と

なった。上昇地点数、横ばい地点数ともに前年と同数となった。（第４表） 

なお、上昇及び横ばい地点は、名古屋圏にある市町に多く見られ、県内の上昇２１地点の

うち四日市市が１４地点（住宅地６地点、商業地８地点）、桑名市が４地点（住宅地３地点、

商業地１地点）であり、また県内の横ばい１３地点のうち四日市市が７地点（住宅地２地点、

商業地５地点）、桑名市が４地点（商業地４地点）、川越町が１地点（住宅地１地点）である。 

 

※ 名古屋圏：中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域をいう。（三重県では、四日市

市、桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町、朝日町、川越町が名古屋圏に含まれる。） 

    

  第４表 上昇・横ばい地点数                  （単位：地点） 

 
住宅地 商業地 

全用途 

（林地を除く） 

上昇 横ばい 上昇 横ばい 上昇 横ばい 

２６年 １１ ４ １０ ９ ２１ １３ 

２７年 １１ ４ １０ ９ ２１ １３ 

増 減 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

（２）住宅地の状況 

   県全体の対前年平均変動率は▲２．３％（前年▲２．２％）となり、２３年連続して下落

した。 

   継続地点２６４地点のうち、２４９地点で下落し、上昇地点は１１地点、横ばい地点は４

地点となった。 

上昇１１地点は、津市の２地点（津－５ 大谷町 １．５％ 等）、四日市市の６地点（四日

市－１８ 堀木２丁目 ０．４％ 等）、桑名市の３地点（桑名－７ 松並町２丁目 ０．８％ 等 ）

である。また、横ばい４地点は、津市の１地点（津－７ 渋見町）、四日市市の２地点（四日

市－８ 大宮西町 等）、川越町の１地点（川越－１ 大字豊田）である。 

      県平均価格は、31,200 円／㎡（前年 31,800 円／㎡）で、最高価格地点は、津－５（大谷

町）の 90,200 円／㎡である。 

※ 
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   県平均変動率▲２．３％に対して、市町別では、尾鷲市は▲５．９％で下落率が最大、朝

日町は▲０．２％で下落率が最小となった。 

   津波被害の懸念から、海岸沿いの土地需要が低下し、伊勢－５（神社港 ▲６．５％）等、

下落率が大きい地点が見られた。 

      尾鷲市、志摩市等の県南部の地域は、県内でも過疎化や高齢化の進行が顕著なところも多

く、住宅地需要の減少傾向が窺われる。 

 

（３）商業地の状況 

   県全体の対前年平均変動率は▲２．１％（前年▲２．０％）となり、２４年連続して下落

した。 

   継続地点９９地点のうち、８０地点で下落し、上昇地点は１０地点、横ばい地点は９地点

となった。 

上昇１０地点は、四日市市の８地点（四日市５－１１ 安島１丁目 １．２％ 等）、伊勢市

の１地点（伊勢５－４ 宇治浦田１丁目 ３．４％）、桑名市の１地点（桑名５－１ 寿町２丁

目 ０．９％）である。また、横ばい９地点は、四日市市の５地点（四日市５－１ 新浜町 等）、

桑名市の４地点（桑名５－２ 南魚町 等）である。 

   県平均価格は、62,700 円／㎡（前年 63,700 円／㎡）で、最高価格地点は、四日市５－１１

（安島１丁目）の 262,000 円／㎡である。 

   県平均変動率▲２．１％に対して、市町別では、紀宝町は▲６．０％で下落率が最大とな

り、一方で四日市市は０．１％と前年に引き続き上昇となった。なお、紀宝町（商業地）の

基準地数は１地点であり、紀宝５－１（鵜殿）は、国道４２号紀宝バイパスによる新宮方面

へのアクセス改善の影響を受け、商業地位の低下が進んでいることから、▲６．０％と大き

な下落率となったものである。 

伊勢５－４（宇治浦田１丁目）は、伊勢神宮内宮前の「おはらい町」の近くにあり、背後

に市営駐車場を控え、安定した内宮参拝客の人通りの影響を受けることから、３．４％と県

内で最高の上昇率となった。 

人口の減少や高齢化等により、南勢・東紀州方面の既存商業地域等で下落率の大きい地点

が見られた。 

 

（４）その他の用途地域の状況 

      全ての地点で、地価が下落した。 
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３ 全国及び近接県との比較 

 

（１）概況 

    全国平均では、住宅地、商業地ともに依然として下落したが、下落率については縮小傾向

が継続している。 

上昇地点数等の割合をみると、三大都市圏では、住宅地の４割以上の地点、商業地の７割

弱の地点が上昇となり、一方、地方圏では、住宅地、商業地ともに７割以上の地点が下落と

なった。（第５表） 

   なお、総地点数は、前年の２１，７４０地点（福島第１原発関係３１地点は休止）から 

２１，７３１地点（福島第１原発関係３１地点は休止）に減少した。 

 

第５表 上昇・横ばい・下落の地点数及び割合（２７年調査）         （単位：地点） 

 
住宅地 商業地 全用途（林地を除く） 

上昇 横ばい 下落 上昇 横ばい 下落 上昇 横ばい 下落 

全 国 
3,041  

(20.6%) 

2,590  

(17.6%) 

9,096  

(61.8%) 

1,499  

(29.4%) 

715  

(14.0%) 

2,881  

(56.5%) 

4,701  

(22.6%) 

3,513  

(16.9%) 

12,586  

(60.5%) 

三 大 

都市圏 

1,839  

(44.7%) 

1,180  

(28.7%) 

1,095  

(26.6%) 

1,004  

(69.9%) 

272  

(18.9%) 

160  

(11.1%) 

2,937  

(51.0%) 

1,529  

(26.6%) 

1,292  

(22.4%) 

地方圏 
1,202  

(11.3%) 

1,410  

(13.3%) 

8,001  

(75.4%) 

495  

(13.5%) 

443  

(12.1%) 

2,721  

(74.4%) 

1,764  

(11.7%) 

1,984  

(13.2%) 

11,294  

(75.1%) 

 

※ 三大都市圏とは、東京圏、大阪圏、名古屋圏をいう。 

     東京圏：首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町の区域をいう。 

      大阪圏：近畿圏整備法による既成都市区域及び近郊整備区域を含む市町村の区域をいう。 

      名古屋圏:中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域をいう。 

※ 三重県では、四日市市、桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町、朝日町、川越町が名古屋圏に含まれる。 

※ 地方圏：三大都市圏を除く地域をいう。 

 

（２）住宅地の状況 

    ① 全国の住宅地の平均変動率は▲１．０％（前年▲１．２％）であり、２４年連続して下

落したが、下落率は縮小した。 

      緩やかな景気回復基調が続く中、低金利の継続及び住宅ローン減税等の施策による住宅

需要の下支えに加え、株価上昇による資産効果等もあって、住宅地の地価は総じて堅調に

推移しており、上昇ないし下落率の縮小が見られる。 

      東京圏は、上昇地点の割合はやや減少しているが、半数の地点が上昇している。また、

平均変動率は２年連続上昇となったものの、上昇率は前年よりやや縮小した。 
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      大阪圏は、上昇地点の割合は前年とほぼ同様に約３割の地点が上昇となる一方、下落地

点の割合の減少が続いている。しかしながら、平均変動率は上昇から横ばいに転じた。 

      名古屋圏は、上昇地点の割合はやや減少しているが、前年に引き続き半数以上の地点が

上昇している。また、平均変動率は３年連続上昇となったものの、上昇率は前年より縮小

した。 

      地方圏は、７割以上の地点が下落しているが、上昇地点及び横ばい地点の割合が増加し、

下落地点の割合の減少が続いている。また、平均変動率は下落を続けているが、下落率は

縮小傾向を継続している。 

      住宅地の変動率上位（上昇・横ばい）は、福島県（２．０％）、東京都（１．３％）、愛

知県（０．７％）、沖縄県（０．７％）、宮城県（０．６％）、神奈川県（０．１％）、千葉

県（０．０％）、大阪府（０．０％）。 

      三重県の平均変動率（▲２．３％）の全国順位（高位順）は、和歌山県と並んで、３９

位（前年３１位）である。 

                              

      近接県の状況は次のとおりである。 

       愛知県  ０．７％（ ３位）  岐阜県  ▲１．４％（２３位） 

       静岡県 ▲１．２％（１９位）  奈良県  ▲０．７％（１４位） 

       滋賀県 ▲０．５％（１１位）  京都府  ▲０．４％（１０位） 

       大阪府  ０．０％（ ７位）  和歌山県 ▲２．３％（３９位） 

     

    ② 全国及び三大都市圏の状況との比較については、１０頁～１１頁のとおりである。 

  

（３）商業地の状況 

    ① 全国の商業地の平均変動率は▲０．５％（前年▲１．１％）であり、８年連続して下落

したが、下落率は縮小した。 

    緩やかな景気回復基調が続く中、金融緩和による資金調達環境が良好なこと等を反映し、

不動産投資意欲は旺盛で、商業地の地価は総じて堅調に推移しており、上昇ないし下落率

の縮小が見られる。 

    東京圏は、上昇地点の割合は前年とほぼ同じ水準となり、７割以上の地点が上昇してい

る。また、平均変動率は３年連続の上昇となり、上昇率も前年より拡大している。 

    大阪圏は、上昇地点の割合が増加し、６割強の地点が上昇となった。また、平均変動率

は３年連続の上昇となり、上昇率も前年より拡大している。 

    名古屋圏は、上昇地点の割合は前年とほぼ同じ水準となり、６割強の地点が上昇してい

る。また、平均変動率は３年連続の上昇となり、上昇率も前年より拡大している。 

    地方圏は、依然として７割以上の地点が下落しているが、上昇地点及び横ばい地点の割

合が増加し、下落地点の割合の減少が続いている。また、平均変動率は下落を続けている

が、下落率は縮小傾向を継続している。 
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        商業地の変動率上位（上昇・横ばい）は、大阪府（３．６％）、東京都（３．３％）、愛

知県（２．２％）、宮城県（２．１％）、京都府（１．６％）、沖縄県（１．６％）、神奈川

県（１．３％）、千葉県（０．５％）、福島県（０．３％）、埼玉県（０．２％）、滋賀県 

（０．２％）、石川県（０．０％）。 

 

      三重県の平均変動率（▲２．１％）の全国順位（高位順）は、北海道、高知県と並んで、

２８位（前年２２位）である。 

     

      近接県の状況は次のとおりである。 

         愛知県  ２．２％（ ３位）  岐阜県  ▲１．３％（２２位） 

       静岡県 ▲０．９％（１８位）  奈良県  ▲０．１％（１３位） 

       滋賀県  ０．２％（１０位）  京都府   １．６％（ ５位） 

       大阪府  ３．６％（ １位）  和歌山県 ▲２．３％（３１位） 

  

② 全国及び三大都市圏の状況との比較については、１２頁～１３頁のとおりである。 

      

（４）東日本大震災の被災地の状況 

   岩手県及び宮城県では、浸水を免れた既存住宅地区や高台の住宅地区において、引き続き、

被災住民の移転需要は根強いものの、郊外の新たな小規模分譲地の造成や災害公営住宅の整

備が進み、また、土地区画整理等の復興事業が進捗していることにより、ほとんどの沿岸市

町村で上昇率が前年より縮小した。 

      福島県では、原子力発電所の事故に伴う帰還困難区域等の住民による同区域外への移転需

要等により、域外周辺地域に存する住宅地を中心に上昇地点が増加し、域外の市町村の中に

は、上昇率が前年より拡大している市や横ばいから上昇に転じた町等も見られた。 

 

（５）地価の上昇が見られた個別地点 

      地価の上昇が見られた個別地点は、名古屋駅周辺での再開発事業等の進展（名古屋中村５

－９：４５．７％）、北陸新幹線開業に伴う金沢駅周辺整備の進展（金沢５－２１：２５．４％）、

博多駅周辺での再開発事業の進展及び地下鉄路線延伸への期待（福岡博多５－９：１９．２％）、

虎ノ門周辺の再開発の進捗及び地下鉄日比谷線の新駅計画への期待（港５－１：１７．６％）、

大崎駅周辺での再開発事業の進展（品川－８：１０．９％）、心斎橋周辺での堅調な店舗需要

（大阪中央５－６：２９．７％）、表参道駅周辺での堅調な店舗需要（２０．２％）、東京外

かく環状道路整備の進捗等による物流施設需要（船橋９－１：２４．３％）、国内外からの観

光客の増加（那覇５－９：８．０％）、リゾート地での別荘地需要等の増加（倶知安－３： 

３．６％ 等）等である。 

8













※下段括弧書きは、前年のデータ。

総数 継続 総数 継続 総数 継続 総数 継続
268 264 31,200 △ 2.3 4 4 12,900 △ 2.4 101 99 62,700 △ 2.1 17 17 19,800 △ 2.5 
(268) (267) (31,800) (△ 2.2) (4) (4) (13,200) (△ 2.4) (101) (100) (63,700) (△ 2.0) (17) (17) (20,200) (△ 2.6)
100 99 38,700 △ 1.1 2 2 14,000 △ 1.3 39 39 76,000 △ 0.7 10 10 23,600 △ 1.8 
(100) (100) (39,000) (△ 1.2) (2) (2) (14,200) (△ 1.3) (39) (39) (76,200) (△ 0.7) (10) (10) (24,000) (△ 1.9)

29 29 47,000 △ 0.5 1 1 16,000 △ 1.8 17 17 87,400 0.1 2 2 24,100 △ 1.3 
(29) (29) (47,200) (△ 0.6) (1) (1) (16,300) (△ 1.8) (17) (17) (87,100) (0.1) (2) (2) (24,400) (△ 1.3)
18 18 48,700 △ 0.9 6 6 107,400 △ 0.2 1 1 43,700 △ 0.9 
(18) (18) (49,100) (△ 0.9) (6) (6) (107,200) (△ 0.2) (1) (1) (44,100) (△ 1.1)
21 21 37,300 △ 1.3 1 1 11,900 △ 0.8 8 8 60,100 △ 1.5 2 2 19,800 △ 1.8 
(21) (21) (37,800) (△ 1.4) (1) (1) (12,000) (△ 0.8) (8) (8) (61,000) (△ 1.6) (2) (2) (20,200) (△ 2.2)

9 8 25,900 △ 2.2 2 2 31,400 △ 2.9 2 2 16,900 △ 3.8 
(9) (9) (26,200) (△ 2.6) (2) (2) (32,300) (△ 2.8) (2) (2) (17,500) (△ 4.0)
11 11 18,800 △ 1.7 2 2 32,300 △ 2.2 
(11) (11) (19,100) (△ 1.7) (2) (2) (33,000) (△ 2.1)

1 1 40,600 △ 3.6 1 1 44,500 △ 4.3 
(1) (1) (42,100) (△ 3.7) (1) (1) (46,500) (△ 4.1)
3 3 27,000 △ 1.2 1 1 15,300 △ 1.3 
(3) (3) (27,300) (△ 1.2) (1) (1) (15,500) (△ 1.3)
4 4 28,800 △ 1.2 1 1 60,600 △ 1.6 1 1 20,500 △ 1.0 
(4) (4) (29,100) (△ 1.3) (1) (1) (61,600) (△ 1.6) (1) (1) (20,700) (△ 1.4)
2 2 42,300 △ 0.2 1 1 62,500 △ 0.6 
(2) (2) (42,400) (△ 0.2) (1) (1) (62,900) (△ 0.6)
2 2 41,300 △ 0.6 1 1 60,400 △ 0.5 1 1 35,500 △ 0.8 
(2) (2) (41,400) (△ 0.6) (1) (1) (60,700) (△ 0.5) (1) (1) (35,800) (△ 0.8)
72 71 30,000 △ 2.4 2 2 11,800 △ 3.4 27 27 66,500 △ 2.3 4 4 13,700 △ 3.4 
(72) (72) (30,600) (△ 2.2) (2) (2) (12,200) (△ 3.6) (27) (26) (67,800) (△ 2.4) (4) (4) (14,200) (△ 3.6)
38 38 35,100 △ 1.4 1 1 9,400 △ 2.1 14 14 81,800 △ 1.3 3 3 13,900 △ 2.6 
(38) (38) (35,500) (△ 1.4) (1) (1) (9,600) (△ 2.0) (14) (13) (82,800) (△ 1.4) (3) (3) (14,300) (△ 3.0)
22 22 31,000 △ 3.4 1 1 14,100 △ 4.7 10 10 55,900 △ 3.5 1 1 12,900 △ 5.8 
(22) (22) (32,000) (△ 3.0) (1) (1) (14,800) (△ 5.1) (10) (10) (57,700) (△ 3.3) (1) (1) (13,700) (△ 5.5)

5 5 12,000 △ 3.2 1 1 31,700 △ 3.4 
(5) (5) (12,400) (△ 2.8) (1) (1) (32,800) (△ 3.5)
2 2 21,500 △ 4.8 1 1 29,500 △ 3.3 
(2) (2) (22,500) (△ 4.7) (1) (1) (30,500) (△ 3.2)
5 4 8,500 △ 3.7 1 1 30,800 △ 3.8 
(5) (5) (9,000) (△ 3.3) (1) (1) (32,000) (△ 4.2)

平 成 ２ ７ 年 地 価 調 査 地 域 別 ・ 市 町 別 ・ 用 途 別 平 均 価 格 及 び 変 動 率

地域別に住宅地の平均価格をみると、北勢地域が38,700円／㎡と最も高く、中南勢地域が30,000円／㎡と続いている。地域別に住宅地の平均変動率をみると、前年に比べ、北勢地
域で下落率が小さくなり、中南勢・伊勢志摩・伊賀・東紀州地域で下落率が大きくなった。

また、地域別に商業地の平均価格をみると、北勢地域が76,000円／㎡と最も高く、中南勢地域が66,500円／㎡と続いている。地域別に商業地の平均変動率をみると、前年に比べ、中
南勢地域で下落率が小さくなり、北勢地域で下落率が同程度となり、伊勢志摩・伊賀・東紀州地域で下落率が大きくなった。

明和町

大台町

津市

松阪市

木曽岬町

東員町

菰野町

多気町

朝日町

川越町

中南勢

北勢

四日市市

桑名市

鈴鹿市

亀山市

いなべ市

三重県

住 宅 地 宅地見込地 商 業 地

地点数 平均
価格

変動率
地点数 平均

価格
変動率

地点数 平均
価格

変動率

工 業 地

地点数 平均
価格

変動率

単位： 「平均価格」 円／㎡、 「変動率」 ％、 ※△はマイナス
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総数 継続 総数 継続 総数 継続 総数 継続

住 宅 地 宅地見込地 商 業 地

地点数 平均
価格

変動率
地点数 平均

価格
変動率

地点数 平均
価格

変動率

工 業 地

地点数 平均
価格

変動率

47 47 24,100 △ 3.7 17 17 44,500 △ 3.3 1 1 14,000 △ 6.7 
(47) (47) (25,000) (△ 3.6) (17) (17) (45,700) (△ 2.9) (1) (1) (15,000) (△ 6.8)
18 18 35,400 △ 3.5 7 7 66,400 △ 2.1 1 1 14,000 △ 6.7 
(18) (18) (36,500) (△ 3.6) (7) (7) (67,500) (△ 1.3) (1) (1) (15,000) (△ 6.8)

4 4 27,800 △ 3.9 2 2 41,400 △ 5.0 
(4) (4) (28,900) (△ 3.6) (2) (2) (43,500) (△ 5.6)
11 11 18,100 △ 4.6 4 4 30,900 △ 4.3 
(11) (11) (19,000) (△ 4.5) (4) (4) (32,200) (△ 4.3)

3 3 22,100 △ 2.8 1 1 32,500 △ 3.0 
(3) (3) (22,700) (△ 1.9) (1) (1) (33,500) (△ 1.5)
3 3 10,700 △ 2.7 1 1 20,500 △ 2.4 
(3) (3) (11,000) (△ 2.7) (1) (1) (21,000) (△ 1.4)
4 4 10,000 △ 3.1 1 1 13,900 △ 4.1 
(4) (4) (10,400) (△ 3.0) (1) (1) (14,500) (△ 4.0)
4 4 12,200 △ 4.5 1 1 18,700 △ 5.1 
(4) (4) (12,800) (△ 4.3) (1) (1) (19,700) (△ 4.8)
30 29 24,900 △ 2.1 11 10 46,400 △ 3.5 2 2 15,700 △ 1.9 
(30) (29) (25,300) (△ 2.0) (11) (11) (47,600) (△ 3.2) (2) (2) (16,000) (△ 1.8)
11 11 32,200 △ 1.4 3 3 72,800 △ 2.7 1 1 18,100 △ 2.2 
(11) (10) (32,500) (△ 1.5) (3) (3) (74,900) (△ 2.3) (1) (1) (18,500) (△ 2.1)
19 18 20,600 △ 2.6 8 7 36,500 △ 3.8 1 1 13,300 △ 1.5 
(19) (19) (21,200) (△ 2.3) (8) (8) (37,400) (△ 3.5) (1) (1) (13,500) (△ 1.5)
19 18 23,800 △ 4.5 7 6 42,900 △ 4.5 
(19) (19) (25,000) (△ 4.3) (7) (7) (46,200) (△ 3.9)

3 3 19,000 △ 5.9 2 1 50,000 △ 1.3 
(3) (3) (20,100) (△ 6.0) (2) (2) (56,000) (△ 1.8)
4 4 29,600 △ 4.0 2 2 45,700 △ 4.7 
(4) (4) (30,900) (△ 3.6) (2) (2) (48,000) (△ 4.1)
5 4 21,800 △ 4.4 1 1 38,700 △ 4.9 
(5) (5) (23,200) (△ 3.8) (1) (1) (40,700) (△ 4.9)
3 3 22,400 △ 4.4 1 1 33,000 △ 5.2 
(3) (3) (23,400) (△ 3.9) (1) (1) (34,800) (△ 4.7)
4 4 25,000 △ 4.3 1 1 37,600 △ 6.0 
(4) (4) (26,100) (△ 4.4) (1) (1) (40,000) (△ 6.3)

南伊勢町

伊賀

志摩市

玉城町

度会町

伊勢志摩

伊勢市

鳥羽市

御浜町

紀宝町

尾鷲市

熊野市

紀北町

名張市

伊賀市

東紀州

大紀町
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価格順位表 （住宅地）

基準地の所在及び地番 住居表示（仮換地）
２５年調査
価 格

２６年調査
価 格

２７年調査
価 格

変動率
（25年・26年

比）

変動率
（26年・27年

比）

津 - 5 津市大谷町９７番４９ 87,600 88,900 90,200 1.5 1.5 1 1

桑名 - 7 桑名市松並町２丁目６番１９ 82,400 83,100 83,800 0.8 0.8 2 2

※ 津 - 16 津市観音寺町字大谷７６６番３３ 81,600 82,000 82,400 0.5 0.5 3 3

桑名 - 10 桑名市三栄町２０番 78,300 78,500 78,700 0.3 0.3 4 4

※ 桑名 - 13 桑名市矢田磧９７番 77,000 77,200 77,300 0.3 0.1 5 5

津 - 7 津市渋見町字北浦７７０番４４ 76,500 76,500 76,500 0.0 0.0 6 6

四日市 - 11 四日市市西浦２丁目４２２番 西浦２－５－２０ 72,800 73,200 73,500 0.5 0.4 7 7

※ 松阪 - 2 松阪市殿町１２９１番１ 72,300 70,300 69,300 △ 2.8 △ 1.4 8 8

※ 四日市 - 18 四日市市堀木２丁目３３１番 堀木２－１４－２ 67,900 68,300 68,600 0.6 0.4 10 9

伊勢 - 10 伊勢市岡本１丁目７５５番 岡本１－５－４ 71,000 69,500 68,000 △ 2.1 △ 2.2 9 10

（注） 変動率の「△」は、マイナスを表す。

基準地の所在及び地番並びに住居表示（仮換地）
基準地の１平方メートル当たり
の価格（円）

変動率（％）

住宅地の最高価格地点は、１０年連続で津市大谷町９７番４９（津－５）であり、価格は９０，２００円／㎡。

本年
順位

前年
順位

基準地番号
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価格順位表 （商業地）

基準地の所在及び地番 住居表示（仮換地）
２５年調査
価 格

２６年調査
価 格

２７年調査
価 格

変動率
（25年・26年

比）

変動率
（26年・27年

比）

四日市 5 - 11 四日市市安島１丁目１２４番 安島１－２－２４ 256,000 259,000 262,000 1.2 1.2 1 1

桑名 5 - 1 桑名市寿町２丁目１０番外 216,000 218,000 220,000 0.9 0.9 2 2

津 5 - 1 津市大谷町２３７番 140,000 139,000 △ 0.7 3 3

津 5 - 6 津市栄町２丁目３８０番 135,000 133,000 131,000 △ 1.5 △ 1.5 4 4

※ 津 5 - 9 津市東丸之内２６９番外 東丸之内２１－４ 129,000 127,000 125,000 △ 1.6 △ 1.6 5 5

四日市 5 - 4 四日市市鵜の森２丁目９４３番 鵜の森２－１－１９ 122,000 123,000 124,000 0.8 0.8 6 6

桑名 5 - 5 桑名市中央町４丁目１６番２ 118,000 118,000 118,000 0.0 0.0 7 7

津 5 - 7 津市羽所町５４３番外 103,000 102,000 101,000 △ 1.0 △ 1.0 8 8

四日市 5 - 9 四日市市三栄町５９番 三栄町３－１５ 98,100 98,700 99,300 0.6 0.6 9 9

四日市 5 - 7 四日市市西新地１８９番２外 西新地１３－２ 96,000 96,800 97,600 0.8 0.8 10 10

（注） 変動率の「△」は、マイナスを表す。

基準地の所在及び地番並びに住居表示（仮換地）
基準地の１平方メートル当たり
の価格（円）

変動率（％）

商業地の最高価格地点は、５年連続で四日市市安島１丁目１２４番（ＴＫ－ＢＬＤ）（四日市５－１１）であり、価格は２６２,０００円／㎡。

前年
順位

本年
順位

基準地番号
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（住宅地）

年
価格

（円/㎡）
変動率

(％)
累積変動率

(％)
順位

昭和  57 70,500 － － 3

58 74,000 5.0 105.0 3

59 77,500 4.7 109.9 4

60 80,400 3.7 114.0 6

61 82,500 2.6 117.0 6

62 87,300 5.8 123.8 5

63 90,000 3.1 127.7 5

平成  元 94,600 5.1 134.2 12

2 105,000 11.0 148.9 20

3 125,000 19.0 177.3 21

4 128,000 2.4 181.6 17

5 128,000 0.0 181.6 13

6 128,000 0.0 181.6 12

7 125,000 △ 2.3 177.3 10

8 123,000 △ 1.6 174.5 8

9 123,000 0.0 174.5 8

10 122,000 △ 0.8 173.0 7

11 118,000 △ 3.3 167.4 6

12 111,000 △ 5.9 157.4 5

13 104,000 △ 6.3 147.5 7

14 100,000 △ 3.8 141.8 6

15 96,000 △ 4.0 136.2 3

16 91,000 △ 5.2 129.1 3

17 87,200 △ 4.2 123.7 2

18 85,400 △ 2.1 121.1 1

19 86,200 0.9 122.3 1

20 87,000 0.9 123.4 1

21 86,900 △ 0.1 123.3 1

22 86,900 0.0 123.3 1

23 86,900 0.0 123.3 1

24 86,900 0.0 123.3 1

25 87,600 0.8 124.3 1

26 88,900 1.5 126.1 1

27 90,200 1.5 127.9 1

（注） 変動率の「△」は、マイナスを表す。

最高価格地の概要について

 平成２７年地価調査住宅地の最高価格地は、津市大谷町９７番
４９（津－５）である。

同地点は、昭和５７年に基準地として選定され、各年の価格等
は、次のとおりである。
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（商業地）

年
価格

（円/㎡）
変動率

(％)
累積変動率

(％)
順位

平成 23 258,000 － － 1

24 255,000 △ 1.2 98.8 1

25 256,000 0.4 99.2 1

26 259,000 1.2 100.4 1

27 262,000 1.2 101.6 1

（注） 変動率の「△」は、マイナスを表す。

【参考】

平成２２年地価調査における商業地の最高価格地は、桑名市
寿町２丁目１０番外（桑名信用金庫駅前支店)（桑名５－１）で
222,000円であった。

最高価格地の概要について

平成２７年地価調査商業地の最高価格地は、四日市市安島１
丁目１２４番（TK-BLD)（四日市５－１１）である。
  同地点は、平成２３年に基準地として選定され、各年の価格等
は次のとおりである。

19



プラス変動率順位表 （住宅地）

基準地の所在及び地番 住居表示（仮換地）
２５年調査
価 格

２６年調査
価 格

２７年調査
価 格

変動率
（25年・26
年比）

変動率
（26年・27
年比）

津 - 5 津市大谷町９７番４９ 87,600 88,900 90,200 1.5 1.5 1
津駅西地区の中でも駅距離等で優り、広範囲からの需要が見
られる。

桑名 - 7 桑名市松並町２丁目６番１９ 82,400 83,100 83,800 0.8 0.8 2
利便性に優れた高台の住宅地で、津波浸水懸念もなく人気が
ある。

※ 津 - 16 津市観音寺町字大谷７６６番３３ 81,600 82,000 82,400 0.5 0.5 3
人気の津駅西地区に立地し、閑静な住環境を保持しており、需
要も底堅い。

※ 四日市 - 18 四日市市堀木２丁目３３１番 堀木２－１４－２ 67,900 68,300 68,600 0.6 0.4 4
市中心部に近い住宅地として利便性は良好であり、需要は強
い。

四日市 - 11 四日市市西浦２丁目４２２番 西浦２－５－２０ 72,800 73,200 73,500 0.5 0.4 5
住環境は良好で、市中心部に近く、安定的な住宅地需要があ
る。

四日市 - 1 四日市市石塚町１６３５番５ 石塚町１８－１６ 58,200 58,400 58,600 0.3 0.3 6 生活利便性等は良く、安定的な需要を有している。

※ 四日市 - 14 四日市市大字茂福字坪ノ内１２６番１ 61,500 61,700 61,900 0.3 0.3 7
駅に近い住宅地で、利便性に優れた比較的需要の強い地域で
ある。

桑名 - 10 桑名市三栄町２０番 78,300 78,500 78,700 0.3 0.3 8
中心部に位置し、利便施設の集積が進み、底堅い需要が認め
られる。

四日市 - 22 四日市市三滝台３丁目６番４ 57,200 57,300 57,400 0.2 0.2 9
閑静な住宅団地であり、住環境は良く、安定的な需要を有して
いる。

四日市 - 10 四日市市松原町２６１番７ 松原町２０－１０ 59,400 59,500 59,600 0.2 0.2 10
鉄道駅や大型商業施設が近いため、宅地需要が増加してい
る。

（注） 同じ変動率で順位が異なるのは、小数点第２位以下の四捨五入によるものである。

津市大谷町９７番４９（津－５）及び桑名市松並町２丁目６番１９（桑名－７）は、３年連続で上昇。
なお、住宅地の上昇地点は１１地点（津市２地点、四日市市６地点、桑名市３地点）で、前年は１１地点。また、住宅地の変動率ゼロの地点は４地点（津市１地点、四日
市市２地点、川越町１地点）で、前年は４地点。

基準地の所在及び地番並びに住居表示（仮換地）

変 動 要 因

基準地の１平方メートル
当たりの価格（円）

変動率（％）

本年
順位

基準地番号
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プラス変動率順位表 （商業地）

基準地の所在及び地番
２５年調査
価 格

２６年調査
価 格

２７年調査
価 格

変動率
（25年・26
年比）

変動率
（26年・27
年比）

伊勢 5 - 4 伊勢市宇治浦田１丁目１１９番１４ 宇治浦田１－９－１７ 85,000 89,000 92,000 4.7 3.4 1
背後に市営駐車場を控え、内宮参拝客の人通りの影響を
受ける。

四日市 5 - 11 四日市市安島１丁目１２４番 安島１－２－２４ 256,000 259,000 262,000 1.2 1.2 2
近鉄四日市駅前は高い集客力を維持し、安定的な収益が
見込まれる。

桑名 5 - 1 桑名市寿町２丁目１０番外 216,000 218,000 220,000 0.9 0.9 3
桑名駅前「サンファーレ」をはじめ、駅前集客力への期待
度が高まっている。

四日市 5 - 7 四日市市西新地１８９番２外 西新地１３－２ 96,000 96,800 97,600 0.8 0.8 4
中心市街地の堅調な集客力により、不動産需要は高まっ
ている。

四日市 5 - 4 四日市市鵜の森２丁目９４３番 鵜の森２－１－１９ 122,000 123,000 124,000 0.8 0.8 5
市中心部に近く、繁華性が高いため、地価は上昇傾向に
ある。

四日市 5 - 9 四日市市三栄町５９番 三栄町３－１５ 98,100 98,700 99,300 0.6 0.6 6
中心商業地における不動産需要の回復の影響を受けてい
る。

※ 四日市 5 - 13 四日市市諏訪町８４番１ 諏訪町６－７ 86,000 86,500 87,000 0.6 0.6 7
景気動向を反映して、市内中心部の需要は回復傾向にあ
る。

四日市 5 - 8 四日市市堀木１丁目６番 堀木１－４－１６ 87,100 87,600 88,100 0.6 0.6 8
周辺では高層マンション建築等も見られ、底堅い土地需要
がある。

四日市 5 - 2 四日市市幸町１８０番 幸町５－１６ 85,500 85,800 86,200 0.4 0.5 9
近鉄四日市駅から徒歩圏内の商業地域で、需要は回復
傾向にある。

四日市 5 - 6 四日市市元町１０番 元町１－１６ 75,300 75,500 75,700 0.3 0.3 10
国道１号沿いの商業地域で、事務所需要を中心に堅調に
推移している。

（注） 同じ変動率で順位が異なるのは、小数点第２位以下の四捨五入によるものである。

【参考】上昇・横ばい地点数

上昇 横ばい 上昇 横ばい 上昇 横ばい
27 21 13 11 4 10 9
26 21 13 11 4 10 9
25 4 10 2 5 2 5
24 1 1 0 1 1 0
23 1 4 0 2 1 2

伊勢市宇治浦田１丁目１１９番１４（宇治園）（伊勢５－４）は、６年連続で上昇。四日市市安島１丁目１２４番（ＴＫ－ＢＬＤ）（四日市５－１１）は、３年連続で上昇。
なお、商業地の上昇地点は１０地点（四日市市８地点、伊勢市１地点、桑名市１地点）で、前年は１０地点。また、商業地の変動率ゼロの地点は９地点（四日市市５地点、
桑名市４地点）で、前年は９地点。

基準地の所在及び地番並びに住居表示（仮換地）
基準地の１平方メートル
当たりの価格（円）

変動率（％）

変 動 要 因基準地番号
本年
順位

年
全用途（林地を除く） 住宅地 商業地

住居表示（仮換地）
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マイナス変動率順位表 （住宅地）

基準地の所在及び地番 住居表示（仮換地）
２５年調査
価 格

２６年調査
価 格

２７年調査
価 格

変動率
（25年・26

年比）

変動率
（26年・27

年比）

伊勢 - 5 伊勢市神社港字北小路９４番外 29,800 27,800 26,000 △ 6.7 △ 6.5 1 人口過疎化に加え、津波懸念が大きい地域である。

尾鷲 - 1 尾鷲市大字天満浦字脇ノ浜１６０４番１ 18,200 17,000 15,900 △ 6.6 △ 6.5 2
漁港背後のため需要は弱い。また、土砂災害警戒区
域の指定がある。

尾鷲 - 3 尾鷲市三木里町字里２９８番 15,400 14,400 13,500 △ 6.5 △ 6.3 3
海水浴場に近く、津波リスクと地域衰退から需要が
減退している。

伊勢 - 12 伊勢市御薗町小林字屋敷跡４０１番３ 24,000 22,500 21,100 △ 6.3 △ 6.2 4
周辺一帯の津波浸水要因により市場性が低下して
いる。

伊勢 - 4 伊勢市大湊町字鮓沖２２０番６５ 28,500 26,800 25,200 △ 6.0 △ 6.0 5
沿岸部方面における需要改善は窺えず、厳しい状況
が続いている。

紀宝 - 2 南牟婁郡紀宝町成川字谷ノ川１０８２番１６ 31,200 29,400 27,700 △ 5.8 △ 5.8 6 土砂災害が懸念される傾斜山林に囲まれている。

紀北 - 1 北牟婁郡紀北町紀伊長島区三浦字鹿焼６６１番２ 13,300 12,600 11,900 △ 5.3 △ 5.6 7
過疎・高齢化に加え、津波懸念もあり、需要は大きく
減退している。

志摩 - 9 志摩市志摩町和具字矢村２８１番外 21,000 20,100 19,000 △ 4.3 △ 5.5 8
狭隘な道路が多い既存の住宅地域として需給動向
は弱い。

志摩 - 4 志摩市大王町船越字浦口８８４番４３ 15,800 14,900 14,100 △ 5.7 △ 5.4 9
漁港に近く、津波懸念の高まりから需要は大きく減
少している。

志摩 - 5 志摩市大王町波切字今崎１２７２番３外 24,000 22,600 21,400 △ 5.8 △ 5.3 10
過疎・高齢化の進行によって需要は大きく減少して
いる。

志摩 - 8 志摩市志摩町越賀字浦路１４７６番２ 11,800 11,300 10,700 △ 4.2 △ 5.3 10
需要者が限定的な空地も見られる集落地域として変
化はない。

（注）１ 変動率の「△」は、マイナスを表す。
２ 同じ変動率で順位が異なるのは、小数点第２位以下の四捨五入によるものである。

変 動 要 因

基準地の所在及び地番並びに住居表示（仮換地）
基準地の１平方メートル
当たりの価格（円）

変動率（％）

過疎化・高齢化が進む地域や津波被害が懸念される海岸部などで、下落率の大きい地点が見られる。

基準地番号
本年
順位
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マイナス変動率順位表 （商業地）

基準地の所在及び地番 住居表示（仮換地）
２５年調査
価 格

２６年調査
価 格

２７年調査
価 格

変動率
（25年・26

年比）

変動率
（26年・27

年比）

紀宝 5 - 1 南牟婁郡紀宝町鵜殿字橋ノ上１３７７番７外 42,700 40,000 37,600 △ 6.3 △ 6.0 1
国道４２号紀宝バイパスによる新宮方面へのアクセス改
善の影響を受け、商業地位の低下が進む。

熊野 5 - 1 熊野市井戸町字赤坂８０５番１７外 62,200 59,100 55,800 △ 5.0 △ 5.6 2 イオン熊野店周辺に商業集積が進み、やや劣勢である。

志摩 5 - 3 志摩市志摩町和具字大田１９６５番１外 27,800 26,300 24,900 △ 5.4 △ 5.3 3
人口減少が続く地域の既存商業地であり、発展性も見ら
れない。

御浜 5 - 1 南牟婁郡御浜町大字阿田和字端地４２６５番 36,500 34,800 33,000 △ 4.7 △ 5.2 4
過疎・高齢化の進行による店舗閉鎖等、商業性の衰退
が著しい。

伊勢 5 - 5 伊勢市二見町茶屋字鮫川５３７番２１外 30,500 29,300 27,800 △ 3.9 △ 5.1 5
津波懸念の事業リスクと観光客減少から需要が低迷して
いる。

南伊勢 5 - 1 度会郡南伊勢町神前浦字新洲２２番５ 20,700 19,700 18,700 △ 4.8 △ 5.1 6
過疎・高齢化の進行により商業性は低下傾向で、回復の
兆しはない。

鳥羽 5 - 1 鳥羽市鳥羽３丁目１４８４番１３ 鳥羽３－３２－１７ 52,500 50,000 47,500 △ 4.8 △ 5.0 7
沿岸部に位置し、商況も衰退しつつあるため、需要の低
迷傾向が続く。

松阪 5 - 1 松阪市新町９１８番 64,000 61,000 58,000 △ 4.7 △ 4.9 8
大型商業施設の拡充で顧客流出が進み、収益力低下が
続いている。

紀北 5 - 1 北牟婁郡紀北町海山区相賀字檜町４８０番１６３ 42,800 40,700 38,700 △ 4.9 △ 4.9 9
役場本庁舎の移転による収益性の低下から、需要は低
迷している。

鳥羽 5 - 2 鳥羽市鳥羽３丁目１５９４番１外 鳥羽３－１５－９ 39,500 37,000 35,200 △ 6.3 △ 4.9 10
空洞化が続く市街地の既存商業地域として需給動向は
弱い。

（注）１ 変動率の「△」は、マイナスを表す。
２ 同じ変動率で順位が異なるのは、小数点第２位以下の四捨五入によるものである。

変 動 要 因

基準地の所在及び地番並びに住居表示（仮換地）
基準地の１平方メートル
当たりの価格（円）

変動率（％）

人口の減少や高齢化等により、南勢・東紀州方面の既存商業地域などで、下落率の大きい地点が見られる。

基準地番号
本年
順位
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４ 地価調査価格表の利用についての注意 

 

（各市町別平均価格等について） 

 

 地価調査価格の地域別、市町別、用途地域別平均価格は、個々の基準地の価格を集計したもの

を基準地数で除したものであるから、これをもってその市町の平均価格はいくらであるといった

表現は避けるべきである。その理由は、大部分の市町の基準地の設定数が９地点以下と少ないこ

とから、個別の基準地の要因が大きく作用していること、及び既に地価公示の標準地が設定され

ている市町にあっては、当該地価公示の標準地との均衡を考えて設定していること、例えば、地

価公示で代表的な商業地域の中から選定しているときは、地価調査では、当該地域以外で代表的

な商業地域の中から選定することとなる等という設定方法をとっているためである。 

 

 

（地価調査価格について） 

 

 地価調査の各基準地は、当該基準地を含む地域で当該基準地の用途と土地の用途が同質と認め

られる近隣地域内において、土地の利用状況、環境、地積、形状等がおおむね通常と認められる

地点を選んで設けられているため、それぞれの基準地の１㎡当たりの価格についても、その当該

地域内において標準となる基準地の価格が表示されている。この地価調査価格の利用については、

当該基準地の個別的要因及びその周辺の土地の利用状況等を十分理解し利用することが必要であ

る。 
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